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1.  平成22年3月期第2四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年9月30日） 

（参考）持分法投資損益 平成22年３月期第２四半期 － 百万円 平成21年３月期第２四半期 － 百万円 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第2四半期 299 △38.6 △6 ― △5 ― △8 ―
21年3月期第2四半期 487 △28.3 △81 ― △85 ― △263 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第2四半期 △3.71 ―
21年3月期第2四半期 △116.57 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第2四半期 461 286 62.0 126.39
21年3月期 457 287 63.0 127.19

（参考） 自己資本   22年3月期第2四半期  286百万円 21年3月期  287百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無   

1株当たり配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
22年3月期 ― 0.00
22年3月期 

（予想）
― 0.00 0.00

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  有   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 537 △24.3 △1 ― △0 ― 0 ― 0.26
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記の予想は、当社が現時点で把握可能な情報から判断する一定の前提に基づいた見込みであり、多分に不確定な要素を含んでおります。 
実際の業績は今後様々な要因によって当社の見込みと異なるかもしれないことをご承知おきください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第2四半期 2,265,000株 21年3月期  2,265,000株
② 期末自己株式数 22年3月期第2四半期  1,779株 21年3月期  1,779株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第2四半期 2,263,221株 21年3月期第2四半期 2,263,252株
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【定性的情報・財務諸表等】 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府のエコカー減税や小売店の価格競争により一部に明る
さが見えてきたものの、いまだ全体的には企業業績、個人消費とも低迷しており、厳しい状況が続いております。 

食品業界においては、消費者の安全・安心に対する品質への高い要求と、それに相反する低価格志向が引き続
き求められており、経営環境も厳しい状況が続いております。 

このような状況の中で当社グループは、前期に業務用商品であるレトルト具材や乾燥肉から撤退し、グループの
規模を大幅に縮小、一般向商品の主力商品である「フジミネラル麦茶」や中国子会社生産品である「ビーフジャー
キー」の販売促進に注力し、収益の向上および損益構造の改革に当たりました。 

しかし、麦茶については、今夏は記録的な日照不足となり、夏季を最盛期とする麦茶の売上が大幅に減少しまし
た。また、ビーフジャーキーについても、中国において食品管理に関する法律が改正され、改正時の混乱から、中
国生産子会社からの一時的な対日輸出停止がおこり国内在庫に不足が生じ、出荷・売上計上ができなくなり、売上
が減少することとなりました。また、当期からの業績への寄与を見込んでいた工場統合による経費削減は、統合によ
る一時費用が想定以上にかかったことや、統合により人員が生産に対して不慣れなため、想定通りの合理化効果を
得るにはいたりませんでした。 

以上の結果、当第２四半期の連結業績は、売上高139百万円（前年同四半期比39.1％減）、営業損失3百万円
（前年同四半期比95.1％減）、経常損失2百万円（前年同四半期比95.2％減）、四半期純損失4百万円（前年同四
半期比34.8％減）となりました。 

２．連結財政状態に関する定性的情報 

当第２四半期連結会計期間末における総資産は461百万円（前連結会計年度末は457百万円）となり、負債は175
百万円（前連結会計年度末は169百万円）となりました。純資産は286百万円（前連結会計年度末は287百万円）と
なり、自己資本比率は62.0％（前連結会計年度末は63.0％）となりました。 

３．連結業績予想に関する定性的情報 

平成22年３月期の連結業績予想につきましては、「１.連結経営成績に関する定性的情報」に記載の通り、売上・
損益とも当初計画を下回ることとなったため、平成21年10月23日において「業績予想の修正に関するお知らせ」を
発表しております。 

なお、上記の予想は、当社が現時点で把握可能な情報から判断する一定の前提に基づいた見込みであり、多分
に不確定な要素を含んでおります。 

実際の業績は今後様々な要因によって当社の見込みと異なるかもしれないことをご承知おき下さい。 

４．その他 

(1)期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う子会社の異動） 

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

(2)簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

棚卸資産の評価方法 
四半期会計期間末における棚卸高の算出に関して、棚卸資産の簿価切下げに関して収益性の低下が明らかなも

のについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

(3)四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更 
（四半期連結貸借対照表） 

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内
閣府令第50号）の適用に伴い、前第２四半期連結会計期間において「製品」「半製品」として掲記されていたもの
は当第２四半期連結会計期間では「商品及び製品」、前第２四半期連結会計期間において「原材料」「貯蔵品」と
して掲記されていたものは当第２四半期連結会計期間では「原材料及び貯蔵品」と一括して掲記しております。
なお、当第２四半期連結会計期間に含まれる「製品」「半製品」「原材料」「貯蔵品」は、それぞれ21,436千円、
1,770千円、37,982千円、40千円であります。 

(4)継続企業の前提に関する重要事象等 

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日至 平成21年９月30日） 
当社グループは、前連結会計年度まで４期連続して営業損失および当期純損失を計上しております。また、当第

２四半期連結累計期間においても、麦茶が天候不良により、ビーフジャーキーが一時的な対日輸出停止があったこ
とにより売上が計画に未達となったことから営業損失および四半期純損失を計上しております。当該状況により、継
続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。 

当社は、当該状況を解消し又は改善すべく、取締役会及び常務会が中心となって策定した事業再建計画をグル
ープ全体において実施中であり、役員報酬、社員給与及び子会社管理職社員の減俸、事業内容、事業所・組織・
人事の構成及び工場稼働計画の見直しによる組織のコンパクト化、その他一般経費等の見直しを行う事で固定費
用の圧縮等合理化を行う一方で、営業力及び商品開発力の強化に伴う収益力の向上を図っており、昨秋以降の景
況や事業環境の悪化にも、計画を継続的に見直しながら対応を続けております。 

これに伴い、国内の２工場を１工場に統廃合するほか、中国子会社チンタオ石垣食品有限公司を他社へ譲渡す
ることを決定いたしました。チンタオ石垣食品は従来、レトルト具材と業務用乾燥肉を生産して参りましたが、レトルト
具材が不振であり既に撤退していること、業務用乾燥肉の対日輸出再開の目処が立たないこと及び従来からの赤字
財政にこれらが更なる悪化要因となったことから、譲渡を決定いたしました。 

以上の計画を確実に実行することで、当社の収支及び損益の改善が進み、財務状況及び連結業績は当期より大
幅に改善するものと考えております。計画に伴う本社不動産の売却、工場の統廃合に伴う工場機能の移転及び廃止
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工場不動産の売却、チンタオ石垣食品の全出資金の譲渡、人員構成の見直し等は既に前連結会計年度中に完了
しております。 

しかし、これらの事業再建策は実施途上であり、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら
れます。 

なお、四半期連結財務諸表は、継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性
の影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。 
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５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 23,927 80,091

受取手形及び売掛金 114,776 84,024

商品及び製品 23,207 18,229

原材料及び貯蔵品 38,022 26,938

その他 20,378 11,687

貸倒引当金 △378 △145

流動資産合計 219,934 220,825

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 77,029 80,520

機械装置及び運搬具（純額） 9,115 10,099

土地 47,780 47,780

リース資産（純額） 4,991 5,704

その他（純額） 3,653 2,931

有形固定資産合計 142,571 147,035

無形固定資産   

リース資産 18,066 20,647

その他 16,598 16,000

無形固定資産合計 34,665 36,648

投資その他の資産   

投資有価証券 55,407 47,305

その他 8,638 5,250

投資その他の資産合計 64,045 52,556

固定資産合計 241,282 236,240

資産合計 461,216 457,065

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 68,673 35,990

1年内返済予定の長期借入金 17,000 20,000

リース債務 6,917 6,917

未払法人税等 1,176 1,088

営業未払金 － 32,527

未払金 38,931 －

設備関係支払手形 － 32,667

その他 10,025 3,862

流動負債合計 142,724 133,054

固定負債   

リース債務 17,293 20,752
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

長期未払金 6,946 10,606

繰延税金負債 8,189 4,787

固定負債合計 32,429 36,146

負債合計 175,153 169,200

純資産の部   

株主資本   

資本金 413,250 413,250

資本剰余金 278,950 278,950

利益剰余金 △404,687 △396,280

自己株式 △782 △782

株主資本合計 286,729 295,136

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 11,931 6,975

為替換算調整勘定 △12,598 △14,247

評価・換算差額等合計 △666 △7,271

純資産合計 286,062 287,864

負債純資産合計 461,216 457,065
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（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 487,053 299,211

売上原価 375,657 175,954

売上総利益 111,395 123,257

販売費及び一般管理費 192,715 130,179

営業損失（△） △81,319 △6,922

営業外収益   

受取利息 48 17

受取配当金 1,336 397

為替差益 － 24

雑収入 7,111 1,511

営業外収益合計 8,496 1,951

営業外費用   

支払利息 6,066 212

為替差損 4,833 －

雑損失 1,698 316

営業外費用合計 12,598 529

経常損失（△） △85,422 △5,500

特別利益   

投資有価証券売却益 － 166

役員退職慰労引当金戻入額 49,545 －

特別利益合計 49,545 166

特別損失   

事業整理損失引当金繰入額 211,401 －

事業整理損 － 2,783

その他 7,854 －

特別損失合計 219,256 2,783

税金等調整前四半期純損失（△） △255,133 △8,116

法人税、住民税及び事業税 370 290

法人税等調整額 8,348 －

法人税等合計 8,718 290

四半期純損失（△） △263,851 △8,406
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64
号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20
年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成21
年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改
正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

 

(3)継続企業の前提に関する注記 

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日至 平成21年９月30日） 
当社グループは、前連結会計年度まで４期連続して営業損失および当期純損失を計上しております。また、当第２四半期連

結累計期間においても、麦茶が天候不良により、ビーフジャーキーが一時的な対日輸出停止があったことにより売上が計画に
未達となったことから営業損失および四半期純損失を計上しております。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑
義が存在しております。  

当社は、当該状況を解消し又は改善すべく、取締役会及び常務会が中心となって策定した事業再建計画をグループ全体に
おいて実施中であり、役員報酬、社員給与及び子会社管理職社員の減俸、事業内容、事業所・組織・人事の構成及び工場稼
働計画の見直しによる組織のコンパクト化、その他一般経費等の見直しを行う事で固定費用の圧縮等合理化を行う一方で、営
業力及び商品開発力の強化に伴う収益力の向上を図っており、昨秋以降の景況や事業環境の悪化にも、計画を継続的に見
直しながら対応を続けております。  

これに伴い、国内の２工場を１工場に統廃合するほか、中国子会社チンタオ石垣食品有限公司を他社へ譲渡することを決定
いたしました。チンタオ石垣食品は従来、レトルト具材と業務用乾燥肉を生産して参りましたが、レトルト具材が不振であり既に
撤退していること、業務用乾燥肉の対日輸出再開の目処が立たないこと及び従来からの赤字財政にこれらが更なる悪化要因と
なったことから、譲渡を決定いたしました。  

以上の計画を確実に実行することで、当社の収支及び損益の改善が進み、財務状況及び連結業績は当期より大幅に改善す
るものと考えております。計画に伴う本社不動産の売却、工場の統廃合に伴う工場機能の移転及び廃止工場不動産の売却、
チンタオ石垣食品の全出資金の譲渡、人員構成の見直し等は既に前連結会計年度中に完了しております。  

しかし、これらの事業再建策は実施途上であり、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。  
なお、四半期連結財務諸表は、継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を四

半期連結財務諸表に反映しておりません。 

 (４)株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

該当事項はありません。 
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